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総合政策課 

 

施策№ １－１ 事業名 中学生と高校生の地方創生参画推進事業 

目       的 

・志摩市在住の中学生及び高校生を対象に、志摩市の現状や地方創生の必要

性を伝えるとともに、彼らの意向を把握して、地域に戻る、地域に誇りを

持つ次世代の育成を推進する。 

事 業 内 容 

・中学生と保護者を対象にした志摩市の現状と将来、地方創生に関する説明

会を実施するとともに、志摩市に在住する高校生が多く通っている伊勢志

摩地域にある高校を対象に高校生の意識調査を実施する。毎年度、これら

の取り組みを継続することで、若者の志摩市に関する関心を高めるととも

に、若者の意向を把握して、若者が地域に残る、または戻る地域づくりの

ための施策の検討につなげる。 

KPI 

・市内の全ての中学校で地方創生に関する説明会を毎年１回以上開催 

・高校生アンケートの結果で「地域に誇りを持つ生徒の割合が 80％以上」、

かつ「将来は地域に暮らしていたいという生徒の割合が 70%以上」 

検

討

内

容 

何      を 
Ａ：高校 2年生：アンケート調査 

Ｂ：中学 2年生：中学 2年生とその保護者を対象とした説明会 

何（誰）に 
Ａ：伊勢志摩地域の高校に通学する 2年生 

Ｂ：市内の中学 2年生とその保護者 

誰   と 
Ａ：伊勢志摩地域の高校に通学する 2年生 

Ｂ：市内の中学 2年生とその保護者 

どうやって 

Ａ：① 学校に依頼し、ホームルーム等の授業の一環として実施する。 

② アンケートと共に志摩市の将来予測及び施策を紹介する。 

Ｂ：① 市内中学校と協力し、中学 2年生とその保護者に対して地方創生や 

市の施策について説明会を開催する。 

ど こ で 
Ａ：伊勢志摩地域の高校 

Ｂ：市内の中学校 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 事 項 
中学 2年生の保護者への説明会 

アンケートの対象を毎年変えるのではなく、追跡調査も必要。 

スケジュール 

中学生説明会 

Ｈ28：１校開催 

Ｈ29：複数校開催 

高校生アンケート 

４月：学校への協力依頼 

５月：アンケート調査用紙作成 

６月：アンケート実施 

７月：集計 

８月：協力校へ結果報告、公表 

 

市 役 所 

高校２年生 

中学２年生 保 護 者 

市内中学校 

説明会 
地域教育 

意見・希望 

中学校教師 

高校教師 

協力依頼 

アンケート 

連携・協力 
情報交換 

連携・協力 
情報交換 

伊勢志摩地域の高校 

協力依頼 
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介護・総合相談支援課 

 

施策№ １－２ 事業名 介護予防ボランティアでポイント事業 

目       的 

・世代を超えた交流や地域とのつながりがもてる活動を地域支援事業に加え

ることで、自ら介護予防をしながら健康寿命を延ばす高齢者だけでなく、

介護予防に関して広く関心をもつ市民を育成する。 

事 業 内 容 

・市が行う地域支援事業について、世代を超えた交流や地域とのつながりが

もてるような内容に充実させ、広く市民が参加できる活動（65 歳以上の人

はすべてのボランティア活動、65歳未満の人は 65歳以上の人の介護予防に

資する活動）を定めて、活動に参加した市民に対して活動実績に応じたボ

ランティアポイントを付与して、楽しく継続的にボランティア活動（社会

参加）に参加する市民を増やす。 

 将来的には生活支援も視野に入れて事業を行う。 

KPI 
・地域支援ボランティアとして活動する人の数が 500 人以上 

・ボランティア活動に参加した人の数が年間 3,000 人以上 

検

討

内

容 

何      を 
ボランティア活動にポイントを付与する仕組みづくり 

介護予防 

何（誰）に 

ボランティアを行う者： 

６５歳以上の第１号被保険者及び介護予防に資する支援活動にかかわる 65

歳未満の人も加えることで実施要綱を作成予定 

ボランティアを受ける者： 

介護保険施設の利用者に、個人の要介護者を加えるか検討 

誰      と 

ボランティアを受け入れる者 

介護保険施設、病院、公の施設等 

両者をマッチングする者： 

生活支援コーディネーター（社協から市に派遣）、市職員 

ポイントを交換する者： 

商工会（商品券）と趣旨に賛同してくれる飲食店等 

どうやって 

【介護支援ボランティア活動】 

すでにボランティア活動を受け入れている施設や、ボランティアを行ってい

る人からのヒアリングを行いながら、市の介護・総合相談支援課と社協を中

心に、制度の詳細を検討していく 

【ポイントの交換】 

商品券との交換を基本に飲食店等でのサービスも加えたいので、観光商工課

を通じて商工会と協議する 

商工会が顧客回りをする際にＰＲチラシを渡すことは可能とのこと。 

商品券の発行は商工会からの委託により、市役所で発行することが可能。 
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ど  こ  で 志摩市内 

事業の枠組み 

 

 

     委託等 

 

 

 

 

 

 

 

       マッチング 

                          ポイントの利用 

 

 

             ポイントの付与 

 

    

 

             ボランティア活動 

検 討 事 項 

・介護支援ボランティア活動については、地域支援事業の位置づけを基本に、

６５歳以上の第１号被保険者以外もボランティアに参加できる仕組みを検

討する（地域支援事業の範囲を超える部分については財源等の確保が必要） 

 地域支援事業の一般介護予防事業では、第 1 号被保険者とその人を支援す

るすべての人を交付金の対象にすることが可能（県に確認） 

・ボランティア活動の対象と内容を整理する 

 介護施設での軽作業、 

・ボランティアを受ける施設や要介護者とのマッチングは生活支援コーディ

ネーターが行うことを想定しているが、市の職員も可能な限り関わる。業務

の内容等の整理が必要（軽作業。65歳未満は 65 歳以上の人の介護予防に資す

る活動） 

スケジュール 

平成２９年１月開始で当初予算要求済み 

平成２９年度予算要求額 ボランティアポイント転換交付金 5,000 円×300

人＝150万円 事務費50万円 臨時職員人件費6ヶ月分80万円 計280万円） 

地域支援事業の一般介護予防事業が利用可能（財源内訳：1号保険料 22％、2

号保険料 28％、国交付金 25％、県交付金 12.5％、一般会計繰入金 12.5％） 

志摩市役所 

（保険者） 

ボランティア 

（１号被保険

者＋若い世

代） 

ボランティア 

受入施設 

利用希望者 

生活支援コーディネ

ーター（社協） 

商工会 

飲食店等 
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観光商工課 

 

施策№ １－３ 事業名 がんばる市民を応援する事業 

目       的 
・意欲的に技術や能力を高めようという市民を支援して、市民のパフォーマ

ンスを向上させるとともに、そうした人材のネットワークを構築する。 

事 業 内 容 

・起業や就職、就労に必要な資格取得を広く支援する助成事業と、志摩市に

必要な資格として指定した資格の取得者数を確保するための奨励事業の２

つを実施する。また、事業を活用した資格取得者を登録し、登録者同士の

ネットワークを構築して意欲の高い市民同士の連携を促進する。 

KPI 

・助成事業による年間の資格取得者数が 50人以上  

・奨励事業による指定資格の取得者数が平成 31年度に目標の 80％以上  

・資格取得者のネットワークが平成 31年には構築されている 

検

討

内

容 

何      を 
①起業や就職、就労に必要な資格取得を広く支援する助成事業 

②志摩市に必要な資格として指定した資格の取得を支援する奨励金事業 

何（誰）に 
①起業や就職、就労に必要な資格を取得しようとする市民 

②志摩市に必要な資格として指定した資格を取得した市民 

誰      と 『志摩市に必要な資格として指定』については、各種団体等の意見を求める 

どうやって 

・助成・奨励の要綱等を定め、募集を行い助成金・奨励金として支給する 

・志摩市に必要な資格について、内部調査、外部意見の収集等を行う 

・支給を受けた人を登録し、人材ネットワークを構築して、交流や連携を促  

 す 

ど  こ  で 取得した資格を市に還元できるかたちで地域等を限定したい 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

            資格指定の意見等 

 

 

 

 

 

         申請          支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットワーク化 

検 討 事 項 

・助成・奨励制度の詳細について検討する（しごとに特化するか、対象や範

囲、予算規模など） 

・奨励する資格の選定方法と、その事業規模（予算規模） 

・人材ネットワークの構築方法（資格ごとにするか、目的をどこに置くかな

ど） 

スケジュール 

６月～８月   対象事業のリスト化（内部調査、外部意見の収集等） 

９月～１０月  要綱の作成 

１１月     法令審査会へ提出、平成２９年当初予算へ計上 

平成２９年度～ 募集・ネットワーク構築 

 

志摩市役所 

商工会、観光協

会、漁協など 

市民 

市民 

市民 

市民 

市民 
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総合政策課 

 

施策№ １－４ 事業名 地域とのつながりによる県立高校の魅力向上事業 

目       的 

・地域と市内の高校（志摩高校及び水産高校）のつながりを強化して、地域

を知る機会と地域で活躍する機会を在校生に提供するとともに、地域が高

校について知る機会も創出することで、地域の高校の魅力を向上させ、卒

業しても地域のために何かをしたいと想ってくれる若者を育てる。 

事 業 内 容 

・在校生、保護者、教職員及び高校の周辺住民それぞれが、高校に対してど

のような印象や未来を抱いているかを共有しあう場を設けるとともに、学

校関係者や地域住民、卒業生など高校に関わる多様な主体の連携を促し、

それぞれの高校の魅力向上について検討する。生徒が活躍する機会の創出

を促すとともに、生徒が地域で活躍する多様な世代の人を知る機会や地域

の企業に生徒をインターンとして受け入れてもらう取り組みを推進する。 

KPI 

・両校の現状や印象が関係者で共有され、地域と高校で魅力向上のための対

策が検討されている 

・地域住民や中学生に両校の魅力を知ってもらうために両校の生徒が活躍す

る機会が年 10回以上 

・両校の生徒をインターンとして受け入れてくれる事業者の数が延べ 20者以

上 

検

討

内

容 

何      を 

○ 市内の高校の魅力を向上させる手段を検討する。 

○ 生徒が地域で活躍する場を創出する。 

○ 生徒が地域で活躍する多様な世代の人を知る機会を創出する。 

○ 地域の企業等にインターンとして受け入れてもらう土壌をつくる。 

何（誰）に  

誰      と 

○ 市内の高校に通う生徒 

○ 市内の高校の教師 

○ 地元企業 

○ 漁業者 

○ 地域住民 

○ 市内の高校の卒業生 

どうやって 

① 市内の高校と協議し、地域及び関係者を巻き込んだ検討の場を設置 

② 高校生が活躍できる環境整備 

③ 高校生をその気にさせる（盛り上げる） 

ど  こ  で ○ 市内の高校に近い場所で 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 
○ どのように定住につなげるか 

○ 働く場の創出まではいいのか 

スケジュール 
〇両校の発案レシピ食品のふるさと応援寄附の返礼品取扱開始 ８月予定 

〇両校の取組み発表会と進学相談会を開催 １１月予定 

 

  

連携 連携 

協力 

意見・提案 意見・提案 

協力 

水産高校 
教師・生徒 

地域住民 

県 教 委 

保 護 者 

卒 業 生 

関係機関 

協議・検討の場 

中学校・中学生・地域住民・地元企業等 

地域住民 

保 護 者 

卒 業 生 

関係機関 

県 教 委 

連携・ 
協力 

志摩高校 
教師・生徒 

協議・検討の場 

ＰＲ・活躍 ＰＲ・活躍 

橋渡し・連携 

地域での受入 地域での受入 

市 役 所 
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健康推進課 

 

施策№ １－５ 事業名 二十歳からの健康貯蓄事業 

目       的 

・健康に対する意識が比較的低い傾向にある 20 歳代と 30 歳代を対象に、集

団健診の機会を提供することで、健康づくりの大切さを認識し、自ら重症

化を予防することを心がける健康的な生産年齢世代を育成する。 

事 業 内 容 

・20 歳代と 30 歳代を対象にした血液検査や尿酸代謝、風疹抗体等の検査を行

う集団健診を実施するとともに、生活習慣病予防や心身の健康維持、結婚・

妊娠・出産などに関する健康教育を行って「自分の健康は自分で守る」と

いう若者の認識と自覚を高める。 

KPI 

・健康診査を受けた人のうち定期的に健康診査を受けようと思う人の割合が

毎年 50％以上 

・健康診査を受けた人のうち再受診をした人が占める割合が 45％以上 

検

討

内

容 

何      を 健診をきっかけにし、自己の健康管理能力の向上を図る。 

何（誰）に 平成２８年度中に２０歳～３８歳の偶数年齢になる人 

誰      と 健(検)診業者 

どうやって 

子育て世代の受診者の利便性を考えて、平日と休日の２日で実施する。子育

て中の保護者にも受診しやすいように、２日のうち１日は託児を設置したり、

子宮頸がん検診を同時開催するなど、１度に複数の健診が受けられる機会を

作る。 

ど  こ  で 市内公共施設 (サンライフあご) 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

最終目標としては、市内の若者(２０歳～３８歳)が自分の健康について意

識し、健康づくりに積極的に取り組んでいけるように、市の健康事業を整

えられると良い。ただし、そのことで若者の医療費抑制や定着化を図ると

なると、効果はすぐに表れるものではなく、その実現には５～１０年の長

い期間が必要となる。 

スケジュール 

10 月:健診対象者へ個人通知(ハガキ) 対象者は４，１５１人 

11 月:広報にて周知 

11 月 14 日:AM.PM 健診 乳がん・子宮頸がん検診と同時開催 

12 月 3 日:AM.PM 健診 

 

  

市役所 

若者の定住 

健康への意識

付けのきっか
けとする 

医療費の抑制 

早期発見 
セルフケア 
能力の向上 

健康なま 
ちのイメ 
ージ 

 
２０歳～３８歳 
のうち偶数年齢 

健診事業者 
 

 

 

 

 

 

①問診・診察 

②計測  

③血圧測定 

④尿検査 

⑤血液検査 
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総合政策課 

 

施策№ ２－１ 事業名 若者の希望を叶える志摩づくり事業 

目       的 
・志摩市の若者と共に若者を確保するための施策を検討し、検討結果を市の

施策に反映させることを通じて、若者の希望が叶うまちづくりを推進する。 

事 業 内 容 

・志摩市の将来を考える意欲のある若者と共に、若者を確保できるまちづく

りに関する取り組みを検討し、民間事業者や市民の役割も明確にした具体

的な施策としてまとめる。 

KPI 
・具体的な施策としてまとめられた事業（計画）が延べ８件以上 

・具体的な施策として取り組むことを決めた事業が延べ４件以上 

検

討

内

容 

何      を 
市の将来を考える意欲のある若者を集めてワークショップ形式による施策検

討を行う。 

何（誰）に  

誰      と 
○ 20 歳～40 歳前半の市民 

○ 40 歳以下の市職員 

どうやって 

① 40 歳未満の若者を公募により募集する。 

② 20 歳～40 歳前半の意欲のある若者を一本釣り 

③ ワークショップ形式により 3グループに分かれて志摩市の課題の抽出か

ら解決策、施策提案まで一連の検討を行う。最後は市を相手に施策のプレ

ゼンをする。 

④ ワークショップには、同年代の職員数名も参加する。 

⑤ 具体的な施策の検討に入った段階で担当課からも参加し、施策の精度を向

上する。 

・10人程度の若者＋6人の市役所若手で 5～6人 1組のチームを 3つ。 

・3つのチームのファシリテーター役を 3人の市役所若手で担う。 

・毎年度メンバーを変える。 

・市役所 100 万円でできることを考える（条件）。 

ど  こ  で 市役所及び現場 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 〇 集まった人たちのネットワークの構築をどうするか。 

スケジュール 
第 1回： 7 月 5 日（火）第 2回： 8 月 2 日（火）第 3回： 9 月 6 日（火） 

第 4回：10 月 4 日（火）第 5回：11 月 1 日（火）第 6回：11 月 22 日（火） 

 

 

  

つながり 

協力・協働 

市  役  所 

若 者（市民） 

つながり 
若 者(市職員) 

ワークショップ 

公募と 
一本釣り 一本釣り 

施策担当 
職員参加 

施策提案 
施策の事業化 

施策提案を受けて事業化

の検討 
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総合政策課 

 

施策№ ２－２ 事業名 若い女性が暮らしやすい志摩づくり事業 

目       的 

・若い女性にとって住みやすい、働きやすい地域にするための施策を女性と

共に検討し、検討結果を市の施策に反映させることを通じて、若い女性が

暮らしやすいまちづくりを推進する。 

事 業 内 容 

・意欲のある女性と共に、女性にとっての住みやすさや働きやすさを検討し、

若い女性が暮らしやすいまちのあり方をとりまとめる。そのうえで、検討

結果を市の施策に反映させるとともに、民間事業者への啓発に活用する。 

KPI 
・参加者と共に検討結果の普及啓発を行った回数が延べ４回以上 

・検討結果を踏まえて改良または設計された施策の件数が延べ８件以上 

検

討

内

容 

何      を 
20～39 歳の若い女性にとって暮らしやすいまちをテーマに、女性によるワー

クショップを開催する 

何（誰）に 
○民間事業者 

○行政 

誰      と 
○ 20～60 歳代の一般女性 

○市役所女性職員 

どうやって 

① 20～60 歳代の女性を募集する。 

②  ワークショップ形式により「若い女性にとって暮らしやすいまちとは」

等若い女性を取り巻く状況の向上について検討を行う。 

③ ワークショップには、20～60 歳代の職員数名も参加する。 

④  まとめられた意見は市の施策に反映するとともに、市内の民間事業者へ

の啓発に活用する。 

 

・3 チームに分けてグループワークをする。 

・１年１つのテーマで現状、課題、解決策を検討。（住みやすさ、働きやすさ） 

ど  こ  で 
〇 市役所 

〇 現場 



14 

 

事業の枠組み 

 

検 討 事 項 
〇 参加した女性のネットワークの構築をどうするか。 

○ 毎年テーマを絞っていく。 

スケジュール ○ワークショップ 年間 5回程度 

 

つながり 

協力・協働 

市 役 所 

女性（市民） 

つながり 

女性 

(市職員) 

ワークショップ 

公 募 
(一本釣り) 

意見・施策提案 

施策への反映 

改善対応 

民間事業者 

啓発・ 
情報提供 

意見・施策提案を受けて 

施策への反映を検討 

啓発を受けて 

改善・対応を検討 

募 集 
(一本釣り) 

啓発 
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総合政策課 

 

施策№ ２－３ 事業名 移住しやすい志摩づくり事業 

目       的 

・志摩市に移住した人たちと共に志摩市の移住しやすさや移住に伴う苦労に

ついてとりまとめて、その結果を市の施策に反映させて移住しやすいまち

づくりを推進するとともに、多様な移住者のつながりを築く。 

事 業 内 容 

・志摩市内で活躍する移住者と共に、移住しやすさや移住の苦労について整

理し、移住者向けの心構え等にとりまとめる。そのうえで、とりまとめた

結果を市の施策に活用するとともに、移住者のつながりを生かした新規移

住者の支援体制を構築する。 

KPI 

・検討結果を踏まえた情報提供や支援体制に対する移住希望者の満足度が平

成 31年度に 70％以上 

・支援体制に協力してくれる移住者が平成 31 年度に 50人以上 

検

討

内

容 

何      を 志摩市へ移住した人による移住をテーマとしたワークショップを開催する。 

何（誰）に 
○ 自治会 

○ 移住促進センター 

誰      と 移住者 

どうやって 

① 志摩市に移住してきて、志摩市で楽しんでいる人を発掘する。 

② ワークショップ形式により移住してきた人ならではの視点による施策の

検討を行う。 

③ まとめられた意見は、市の施策に反映するとともに自治会及び移住促進セ

ンターに情報提供する。 

 

・１年目に「心構え」を検討。２年目に「支援体制」を検討。３年目に支援

体制を実施し、４年目に改善して継続。よければ事業として５年目以降に

継続する。 

・「心構え」を東京の移住サポートセンターで配布するとともに、志摩市の支

援体制に関する当該センターでの情報提供を依頼。 

ど  こ  で 市役所及び現場 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 ２年目の支援体制をどのように構築するかが今後の検討課題。 

スケジュール １０月頃をめどに心構えを形にし、情報提供していく。 

 

  

情報交換 

情報交換 

つながり 

市  役  所 

移 住 者 移 住 者 

ワークショップ 

一本釣り 

意見・提案 

施策へ反映 

意見・提案を受けて 
施策への反映を検討 

移住促進センター 

一本釣り 
自 治 会 

情報提供 
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水産課 

 

施策№ ２－４ 事業名 水産業の担い手受け入れ推進事業 

目       的 

・志摩市内にある漁業集落に若者を受け入れる雰囲気を醸成するとともに、

新たに漁業に従事しようとする若者を支援して、各地域における漁業者を

増やす。 

事 業 内 容 

・意欲のある漁業集落と共に、集落における若者の支援体制や新規漁業者と

集落をつなげるリーダーの育成について検討し、漁業集落に若者を受け入

れる条件を整理した漁業集落を対象に地域おこし協力隊等を活用して漁業

に従事したい若者を受け入れる。 

KPI 

・新たに漁業者として若者を受け入れる条件が整理された漁業集落の数が延

べ５集落以上 

・新たに漁業者として若者を受け入れた漁業集落の数が延べ４集落以上 

検

討

内

容 

何      を 地域おこし協力隊（以下、協力隊）を活用し漁業の後継者を育成する。 

何（誰）に 
○ 地域のリーダー 

○ 地域おこし協力隊 

誰      と 

〇 漁協 

○ 漁業者 

○ 自治会 

○ 地域おこし協力隊 

どうやって 

① 協力隊を漁業後継者として受け入れる希望のある漁協等を発見する。 

(1)  対象地区漁協および漁業者への制度説明 

(2)  ニーズ調査 

(3)  漁協等からアプローチがある地区を優先 

(4)  受け入れ漁協等との協議 

② 希望漁協等と受け入れに関する協議・調整を実施する。 

(1)  漁業者及び地区住民の理解と協力が得られること 

(2)  求める人材の検討 

(3)  指導教官役の漁業者の選任 

(4)  ３年で独り立ちできる支援を市役所と地区で検討 

③ 協力隊を募集する。 

④ 協力隊と受け入れ漁協等の面談を実施する。 

⑤ 協力隊を受け入れる。 

⑥ ３年後の１人立ちを目指し支援する。 

ど  こ  で 協力隊を受け入れる条件が整った漁協等 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項  

スケジュール 

H27 事業の設計、漁協等へのアプローチ 

H28 制度の周知、ニーズ調査、協力隊の募集 

H29 協力隊の招聘 

当該スケジュールは、最も早い漁協等を対象としているが、希望漁協等につ

いては随時受け付けを行い、協議調整を図ることとする。 

 

  

意向確認 

支援 

指導 

地域ぐるみで受け入れ 

市  役  所 

漁協等 

地域のリーダー 

地域おこし協力隊 

募集・任用・支援 

選考 連携・協力・協働 
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総合政策課 

 

施策№ ２－５ 事業名 IJU（移住）ターン促進のための奨学金返済補助事業 

目       的 
・奨学金を受けて大学等に進学し、卒業した若者の奨学金返済額の一部を補

助することで、志摩市への若者の移住、定住を促進する。 

事 業 内 容 

・志摩市内で就職した人、起業した人、または一次産業に新規に従事した人

で、志摩市に住民登録し、市税等の滞納がないなどの一定の条件を満たす

人を対象に、すでに貸与が終了している奨学金の返済額の一部を市が補助

する。ただし、補助金額については上限額を設定する。また、当該事業に

賛同する市民や企業からの寄附を募って行政負担だけによらない制度の運

用を検討する。 

KPI ・制度を利用した人の数が延べ 100 人以上 

検

討

内

容 

何      を 
１）大学等で受けた奨学金の返済額の一部を補助する。 

２）人材のネットワークを構築する。 

何（誰）に １）市内で就職、起業、または一次産業に新規に従事した者などに 

誰      と 
１）制度に賛同する市民や企業にも基金への積み立てをお願いする 

２）制度を活用した人と 

どうやって 

１）要綱の制定 → 市民や企業への周知（説明会）、高校生への説明会 

２）要綱内にネットワーク構築する旨記載  

→ 制度利用者のネットワークを構築 

→ 制度利用者が特に同意する場合は制度利用者間で情報公開 

ど  こ  で ・志摩市内 
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事業の枠組み 

 

 

検 討 事 項 

① 補助期間の設定 

② 金額の上限と割合 

③ 若者の定義と対象となる起点 

④ 応援企業への働きかけ 

スケジュール 
Ｈ28：要綱案作成 

Ｈ29：実施 

 

  

（中高校生時代） 

中学生とその保護者 

高校生とその保護者 

制度の周知 

(大学時代) 

大学院生 

大学生 

(卒業後) 

奨学金機構など 

志摩市へ 

〇志摩市内へ就職 
〇志摩市内で起業 市 役 所 

申請 

確認 

奨学金返済 

支援基金 

応援企業 

補助 

返済 
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総合政策課 

 

施策№ ２－６ 事業名 若者の集いと出会いの支援事業 

目       的 
・志摩市に若者が集まるイベントを支援することで、若者の出会いや地域の

魅力を若者が再発見する機会の創出を促す。 

事 業 内 容 
・志摩市の若者が市内で主催するイベントで、若者が集まる機会や若者が出

会う機会の創出を目的としたものを対象に、開催費の一部を助成する。 

KPI ・支援したイベント等で集った若者が毎年 200 人以上 

検

討

内

容 

何      を ・イベントに要する経費の一部を補助する。 

何（誰）に 

・志摩市内で開催される若者が集まるイベントを企画する若者の団体に 

（※40 歳未満の市内に在住し、若しくは在勤する者又は出身者が代表を

務める団体） 

誰      と ・志摩市単独で 

どうやって ・支援対象の募集 → 審査 → 支援決定 → 成果報告 → 支援 

ど  こ  で ・志摩市内 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

① 支援すべき団体の把握と支援すべきイベント内容 

② 支援対象の範囲 

③ 額の上限 

スケジュール 

① 平成 28 年 3 月 24 日   ：助成金交付要綱制定 

② 平成 28 年 6 月末～7月末 ：対象事業の募集 

③ 平成 28 年 7 月末     ：対象事業の審査・決定 

※次年度以降は対象事業の募集・審査・決定を前年度のうちに実施 

 

  

イベント

B 

イベント

C 

志摩市内 

市民 市外 

開催費用の一部補助 

上限 20 万円 

開催結果と出会い 

のデータの提出 

市役所 

イベント

A 
新たな 

出会い 
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こども家庭課、学校教育課 

 

施策№ ２－７ 事業名 多子世帯を応援する保育料無償化事業 

目       的 
・子育てに伴う経済的な負担を少しでも軽減することで、子どもを複数授か

りたいという子育て世代の想いの実現を応援する。 

事 業 内 容 

・多子世帯の子育てに伴う経済的な負担を軽減するため、国による支援を拡

充する形で、公立、私立の別に関わらず、第３子以降の利用にかかる保育

所または幼稚園利用者負担額の無償化を検討する。 

KPI 
・保育所または幼稚園に通う子どもに占める第３子以降の割合が平成 31年度

に 21％以上 

検

討

内

容 

何      を 第３子以降の保育料を無料化する。 

何（誰）に ○ 第３子以降の子どもを保育所に預けている保護者 

誰      と  

どうやって 

① 制度の周知を図る。 

② 保育所で預かる児童が第何子であるか調査を行う。 

③ 第３子以降の児童の場合は、保育料を無料化する。 

ど  こ  で 
○ 保育所（民間含む） 

○ 幼稚園（民間含む） 

廃 止 



24 

 

事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

〇 必要経費の検討 

  幼稚園園児総数 ３５８人 

（うち、小学校６年生までの兄弟をカウントした場合の） 

  第２子 １４４人（40.22％）  第３子 ４５人（12.57％） 

  第２子＋第３子  １８９人（52.79％） 

保育所園児総数 ９４３人 

〇 現行でも、幼稚園保育料は県内で最も安い。保育所保育料についても県内

で安いが、保護者や県内で知られていない状況。今後のアピールが必要 

〇 保育所の給食費の算定 

〇 終期の設定 

○ 第２子の半額化 

○ 所得制限の設定 

スケジュール 

H27：制度の検討、概算経費の試算 

H28：制度の詳細設計 

H29：実施 

 

市  役  所 

第３子を保育所または 

幼稚園に預けている保護者 

申請 第３子の 
保育料無償化 
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都市計画課 

 

施策№ ２－８ 事業名 家主と移住者のためのリノベーションによる空き家活用等事業 

目       的 
・志摩市内の空き家のリノベーションを推進し空き家の活用を図るとともに、

リフォームも助成し移住者を増やす。 

事 業 内 容 
・空き家主と空き家に入居を希望する移住者が、空き家をリノベーションす

る場合に、その費用の一部を市が補助する。 

KPI 
・ リノベーション助成を利用して移住した件数が延べ５件以上 

・ リフォーム助成を利用して移住した件数が述べ５件以上 

検

討

内

容 

何      を ・空き家のリノベーションやリフォームにかかる費用の一部を補助する 

何（誰）に 
・移住者と空き家主で、空き家をリノベーションする際や、移住者がリフォ

ームする際に 

誰      と ・志摩市単独で 

どうやって  

ど  こ  で ・志摩市内 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 
都市計画課の空き家対策事業と総合政策課の移住定住事業をどのように連携

させていくか。 

スケジュール 

① １１月法令審査委員会で補助金交付要綱の改定 

② 移住者相談会等への参画 

③ 空き家実態調査 Ｈ２８ 

④ 空き家対策計画 Ｈ２９ 

 

  

上限 200 万円 

県外 
から 

県内 
から 

志摩市へ移住 

市役所 

リノベーション費用の一部を補助 

県 50：市 50 市 100 

購入⇒移住者 
賃貸⇒家 主  
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総合政策課 

 

施策№ ２－９ 事業名 若者世代の移住促進事業 

目       的 
・若者または中学校卒業前の子どもをもつ世帯の移住を促進し、若者世代を

中心に社会減を抑制する。 

事 業 内 容 

・年齢 40 歳未満の者や中学校卒業前の子どもを持つ世帯で、市内に移住を決

めてもらった世帯のうち、市が定める一定の要件を満たした世帯を対象に、

移住から１年間（一次産業に就業した場合は 3 年）の期間を定めて、上限

額を定めたうえで家賃を補助する。 

KPI ・制度を利用して移住した件数が延べ５件以上 

検

討

内

容 

何      を 定住者へ家賃の一部を補助する。 

何（誰）に ４０歳未満の者や子育て世代で、志摩市内に定住した者 

誰      と 志摩市単独で 

どうやって 

家賃から住宅手当及び２万円を控除した額で、２万円を１箇月当たりの限度

として補助金を交付する。補助金は１２箇月を限度とするが、一次産業に就

業した場合は３６箇月を限度とする。 

ど  こ  で 志摩市内 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 半年毎に実績により交付する。 

スケジュール 平成２９年度から実施 

 

市外から 

志摩市内へ移住 

①40 歳未満を含む夫婦 

②16 歳未満がいる子育て世帯 

市役所 

商品券配布 

観光協会 

商工会 

連携団体 

市内の商店街 
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市長公室 

 

施策№ ３－１ 事業名 志摩市ホームページの魅力向上事業 

目       的 

・志摩市のホームページ運営において、市民や志摩市と交流のある市外の人

の協力を得て、志摩市の魅力を発信するとともに掲載内容の面白さを追求

し、志摩市に興味を持ってくれる人を増やす。 

事 業 内 容 

・市民や志摩びとの会、友好都市などの関係者の協力を募り、ホームページ

の見やすさや面白さについて改良を加えるとともに、市民が投稿できるコ

ーナーなどを設けて、市の魅力を発信することで、「志摩市は楽しい」とい

うことを市外の人に知ってもらい、市民には再発見してもらえるようなホ

ームページになるよう運営する。 

KPI 

・HPの年間アクセス数が 325,000 件以上 

・HP への市民からの年間投稿件数が 300 件以上 

・HP が見やすいと答えた人の割合が 80％以上 

検

討

内

容 

何      を 市のホームページが、魅力ある情報発信媒体となるよう関係部局が取組む 

何（誰）に 市民、市外の方 

誰      と 関連部局、市民、志摩市に縁のある者、事業者 

どうやって 
志摩びとの会や友好都市からの協力を募り、見やすく、楽しい、魅力あるホ

ームページにしていく。 

ど  こ  で  
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 投稿内容の検討（風景写真、子どもの写真等） 

スケジュール 

平成２８年４月開設 

① 内部会議の開催 

② 市民、企業への周知 

 

  

バナー登録 

写真・動画等 
市民投稿 

企 業 

画面上で 
アンケート 

見やすい 
面白い 

志摩市は 
楽しい! 

志摩市の魅力アップ 

市役所 

ホームページ 
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里海推進室 

 

施策№ ３－２ 事業名 きらり志摩びと紹介番組放送事業 

目       的 

・志摩市のあらゆる分野で元気に頑張っている市民やその分野に精通してい

る市民を、広く市民に紹介するとともに、紹介した人との人材ネットワー

クを構築する。 

事 業 内 容 

・志摩市の自然、歴史、地理、産業など様々なテーマごとに活躍している市

民、楽しんでいる市民、精通している市民を紹介する番組を制作し、行政

チャンネル等で放送する。 

KPI 

・番組で紹介した市民や団体の数が延べ 50以上 

・その年の番組を見た市民の割合が 50％以上 

・番組で紹介した人とのネットワークが構築されている 

検

討

内

容 

何      を 
行政チャンネルや松阪ケーブル TVを活用した頑張っている市民の紹介と 

人材ネットワークの構築。 

何（誰）に 頑張ってる市民 

誰      と あらゆる分野で活躍している市民など 

どうやって 

① ①人の紹介 １２回 

② ②90歳ヒアリング ４回 

③ ③皇学館大学による制作 ２回 

④ ④その他 ロケ３回、スタジオ３回 

ど  こ  で 出演者の活躍するフィールド 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

① 里海推進室が現在行っている事業との整合性、継続性など 

② 取材の担当部局 (里海、市民参画、企画?) 

③ 市長公室の役割 

④ 連携する部分については行政チャンネル作成業者との調整 

⑤ ネットワーク化の目的を明確にしておく。 

スケジュール 

平成２８年４月 取材対象者に依頼 

平成２８年５月 取材 (月１回ペース) 

平成２８年６月 ケーブルＴＶ放映 

 

  

取材・撮影 

市役所 

ケーブル 
ＴＶなど 

  歴史 

  産業 

  自然 

  趣味 

行政チャン
ネル 

ＨＰ 
動画 

地方創生番
組の編成で

連携 

人材の 
ネットワーク 
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里海推進室 

 

施策№ ３－３ 事業名 志摩びと結ぶ志摩市広報事業 

目       的 

・「広報しま」を活用し、様々な分野で活躍する市民の存在を広く市民に紹介

するとともに、リレー方式で紹介していくことで、活躍する市民のつなが

りを豊かにする。 

事 業 内 容 

・様々な分野で活躍する市民を広く市民に紹介するために、「広報しま」に特

設コーナーを設ける。そのうえで、紹介された人が次の取材対象を推薦す

るというリレー方式で連載を進めることで、活躍する市民同士のつながり

を深める。 

KPI 

・紹介した市民の数が延べ 50人以上 

・その年の特設コーナーを読んだことのある市民の割合が 60％以上 

・広報で紹介した人とのネットワークが構築されている 

検

討

内

容 

何      を 広報しまを利用した市民(サークル)の紹介 

何（誰）に 頑張ってる市民 

誰      と あらゆる分野で活躍している市民(サークル)など 

どうやって 

紹介された人が次の取材対象を推薦するというリレー方式で連載を進める。 

また、年の集大成として紙面で紹介された市民を再度取材して掲載するなど、

ネットワークの構築も同時に進める 

ど  こ  で 出演者の活躍するフィールド 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

① 取材の担当部局 (総合政策課、里海推進室、市長公室) 

② ②取材する方を出来るだけ初登場の方向に移行する。 

③ ③ネットワーク化の目的を明確にする。 

スケジュール 
平成２８年６月号～平成２９年２月号まで掲載 

※平成２９年３月号は特集号を予定 

 

  

１２月 

４月 

取材・撮影 
リレー方式で紹介 

人材の 
ネットワーク 

５月 

市役所 

広報しま 
    特集号 

   技 

   趣味 

   仕事 

   活動 
   お店    食 
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総合政策課 

 

施策№ ３－４ 事業名 地域の資源を活用するためのプラットフォーム創出事業 

目       的 

・様々な知識、経験、技術及びアイデアを有する市内の人や団体が連携でき

る場（プラットフォーム）を創出することで、地域の再発見と地域の資源

を生かす市民の協働を促す。 

事 業 内 容 

・様々なアイデアを持った市内の人や団体と、地域資源の活用を模索してい

る人や団体が集まる場を創出して、地域の発見と市民同士のつながりの強

化を促し、その場に参画する主体間の協働による具体的な取り組みを支援

する。 

KPI 
・プラットフォームに参加している人の数が延べ 100 人以上 

・プラットフォームを通じて生み出された協働の数が延べ 10 件以上 

検

討

内

容 

何      を 
地域の資源を所有している市民と活用したい市民のマッチング 

を可能にするプラットホームを構築する。 

何（誰）に 地域資源を活用したい人 

誰      と 地元でやる気のある者、移住者の視点を備えている者 

どうやって 
① 地域の資源を生かしてのまちづくりの志のある市民の招集 

② 異業種間連携の場の構築 

ど  こ  で 地域資源がある市内現場で 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 産以外の官学金労言の参画と役割を明確にする。 

スケジュール 

① 異業種間連携 ８月６日  テーマ:志摩市の農業を継承していくには 

②    〃   １１月 

③    〃   ２月 

 

  

やる気のある 
市民 

移住者の視点 

市役所 

セミナー 成功事例 

地域
資源
の活
用 

地域課
題の解
決 

知識 

まち 
おこ
し 

アイ 
デア 

技術 

経験 

プラットホーム 
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総合政策課 

 

施策№ ３－５ 事業名 志摩の魅力の発信コンテンツ制作支援事業 

目       的 

・志摩市を題材にした出版物等を制作しようとする主体を支援することで、

地域の魅力を発信するコンテンツを地域に残すとともに、市民による志

摩市の再発見を推進する。 

事 業 内 容 

・志摩市を題材にした出版物（本、写真集など）の企画を募集し、審査の

うえで、支援することとした企画について制作にかかる費用の一部を市

で助成する。 

KPI 
・提案された企画の数が毎年５件以上 

・提案された企画のうち出版できた数が延べ３件以上 

検

討

内

容 

何      を 地方創生の視点で志摩市に残していきたい出版物等の制作を支援する。 

何（誰）に 出版物を作成し、地域の魅力を残したい人 

誰      と 
志摩市の魅力発信及び出版工程に興味のある市民 

※専門家、有識者 

どうやって 出版物の募集を行い、審査をする。 

ど  こ  で  
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

出版物の形式をどうするか? 

① フリータイトルとしてナンバリングしていく。 

② 分野別に作りこみをして分野ごと一巻とする。 

スケジュール 

≪H28≫  

①事業要綱及び募集要項の作成  ７月２０日まで 

②法令審査会        11 月  

③全員協議会    11 月 

④予算措置     12 月 

⑤募集予告     1 月 

≪H29≫ 

⑥募集       ５月 

⑦審査       ８月 

⑧出版打合せ    ９月  

⑨完成～プレス発表 １２月  

  

一定部数の買い取り／１００万円上限 

採用 

審査(８月) 

市役所 

公共施設 

  出版物Ａ 

企画Ａ 企画Ｂ 企画Ｃ 

出版支援 

審査員 5 名 

認定 

(５月募集) 

      

  ≪募 集≫ 

◇広報誌・ＨＰ 

◇プレスリリ

ース 

◇ケーブルＴ

Ｖ 
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農林課 

 

施策№ ３－６ 事業名 農産物の生産実態把握事業 

目       的 
・市内で生産される農産物について、産品別の生産量と生産額を把握すると

ともに、販売場所、流通経路等も把握する。 

事 業 内 容 

・市内で農産物を生産する生産者及び生産された農産物を販売する物流業者

や直売所を運営する主体を把握し、それらの主体と連携して、継続的に市

内の農産物の生産量と生産額を把握できる仕組みを構築する。併せて、収

集した情報に基づいた農業経営及び栽培指導を実施する。 

KPI 

・農業者のうち調査に協力してくれた人の割合が 70％以上 

・生産物ごとの生産量及び生産額、並びにそれらの物流について把握できて

いる 

検

討

内

容 

何      を 

志摩市内で生産される農産品別の生産量と生産額を調査する。 

調査結果を農協等と共有しデータに基づいた農業経営指導及び栽培指導を行

う。 

何（誰）に 

○ 農家 

○ 農協 

○ 小売業者 

○ 直売所 

誰      と 
○ 農協 

○ 調査会社 

どうやって 

① 農協へ調査実施を協力要請する。調査項目、手法及び調査対象者について

検討する。 

② 調査会社を選考する。 

③ 調査会社と調査項目、手法及び調査対象者等について検討する。 

④ 調査実施。 

⑤ データ分析。 

⑥ 分析結果を農業経営及び栽培指導に活用し、農産品の生産拡大を図る。 

ど  こ  で 市内一円 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 〇 調査精度（データの提出率等）の向上策 

スケジュール 
平成 28 年度中に実施する。以後データ収集については毎年実施し、分析につ

いては、３年ごとに実施する。 

 

  

分析結果 

調査依頼 

市 役 所 農  協 調査会社 

農  家 

直売所 小売業者 

連携・協力 

販売量・ 
販売額調査 
データ収集 

生産量調査 
データ収集 

回答 

回答 

分析結果の共有 

指導 
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里海推進室 

 

施策№ ３－７ 事業名 里海読本編集事業 

目       的 

・新しい里海のまち・志摩について整理したテキストの制作を通じて、志摩

市を再発見してまとめる意欲をもつ市民を育成するとともに、広く地域の

魅力を市民に再発見してもらう。 

事 業 内 容 

・「新しい里海」という大きなテーマに沿って自然、文化、歴史、暮らしなど

の題材を定めて、題材ごとに、意欲のある市民と共に編集を行う。その取

り組みを継続した後、作成に携わった市民を主体に編集委員会を組織して

１冊のまとまった「新しい里海」に関するテキストを編集する。 

KPI 

・編集に関わった人の数が延べ 20人以上 

・編集されたテキストの数が延べ３つ以上 

・テキストを読んで志摩市の魅力を再発見した人の割合が 80％以上 

検

討

内

容 

何      を 
新しい里海というテーマに基づき、市の自然、文化、歴史、暮らしなどに関

する冊子を制作する。 

何（誰）に 
〇 志摩市に興味関心がある人 

〇 冊子の編集に興味関心がある人 

誰      と 

〇 志摩市に興味関心がある人 

〇 冊子の編集に興味関心がある人 

○ 出版社 

どうやって 

〇 志摩市に興味関心があり冊子にしたいと思う人、編集に興味がある市民を

公募し、編集委員会を設立する。 

〇 委員会で調整のうえ、興味関心のある分野ごとに調査・取材を行い記事に

まとめる。 

〇 記事を持ち寄り１冊にまとめるための編集作業を行う。 

〇 編集や校正など専門的な知識が必要な策定部分については、業者の支援を

入れ、取材などの情報収集や記事の作成は、市民の手により作成する。 

ど  こ  で 市内一円 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 
里海読本の利用目的の明確化 

里海読本のシリーズ化の検討 

スケジュール 

H27 事業内容の検討 

H28 事業着手 

H29 完成 

 

  

参加・協力 

公募・人の発見・協働 

業務委託 

公募・人の発見・協働 

参加・協力 

市 役 所 

志摩市に興味・ 

関心のある人 

冊子の編集に興味・ 

関心のある人 

出 版 社 

取材・原稿作成 

編集・構成等 

指導・協働 

指導・協働 
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教育総務課 

 

施策№ ３－８ 事業名 志摩市の食材を生かした食育推進事業 

目       的 

・志摩市の食材を学校給食で多く使用することで、地域の食材を食べる機会

を増やすとともに、地域の子ども達と生産者が交流する機会を創出して、

子ども達に地域の魅力に気付いてもらう。 

事 業 内 容 

・学校給食で使用する志摩市産の食材の量を増やすとともに、「ふるさと給食」

で志摩市を代表する食材を使うことで子ども達が地域の食材を食べる機会

を増やす。さらに、生産者と交流できる場を設けることで、生産者の意欲

向上と子ども達の一次産業への関心を高める。そのために、給食として安

心して安全な給食の材料として使用できる、志摩の地物産物の加工製品を

提供していただける仕組みづくりのプロジェクトを立ち上げる。 

KPI 

・削除 

・「ふるさと給食」の三重県産の食材が 35％以上 

・削除 

・削除 

・志摩の地物産物の加工製品を提供していただける仕組みづくりのプロジェ

クトを立ち上げる 

・加工食品の候補を５品以上選定 

検

討

内

容 

何      を 

学校給食で、志摩市の特産物を食べる機会を増やし、子ども達に地域の魅力

を伝える 

志摩市の生産物を学校給食でより多く使用するため、志摩市の食材を加工し

て安全に安心して学校給食の材料として届けられる仕組み 

何（誰）に 

学校給食を食べる子ども達 

学校給食の食材を生産している一次産業従事者 

特産物開発センター及び志摩産の地物産物の加工業者 

誰      と 
特産物開発センター、加工業者、生産者及び農協、漁協、学校給食用物資納

入協力会など 

どうやって 
志摩の地物産物を使った加工製品を製造できる仕組みを構築するため、関係

機関によりプロジェクトを立ち上げる。 

ど  こ  で 市内 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

食材の生産 

 

 

 

 

 

食材の提供                         交流 

 

 

 

 

 

給食 

検 討 事 項 

・農協や漁協を通じて、提供可能な食材や生産者の洗い出し 

・ふるさと給食の財源確保 

・今ある特産物開発センターの既製品を給食センターで活用出来ないかを検

討（既製品の一部加工も検討する） 

・協力していただける加工業者の洗い出し 

スケジュール 

ふるさと給食は、年３回（６月、１１月、１月）だが、１１月の献立を決定

はするのは９月末 

プロジェクトのスケジュールについては今後、検討する。 

 

 

  

学校給食センター 

（志摩市役所） 

農協、漁協など 

生徒・児童 

一次産業従事者 
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総合政策課 

 

施策№ ４－１ 事業名 ふるさと応援寄附推進事業 

目       的 

・「ふるさと納税」の仕組みを活用して、志摩市内の事業者の生産品の販路

拡大や志摩市に訪れる機会の創出を行うことで地域経済の活性化を図る

とともに、消費者ニーズを踏まえた商品開発やサービスの向上を促す。 

事 業 内 容 

・「ふるさと納税」の仕組みを活用し、志摩市への全国からの寄附を募り、

返礼品として市内の事業者の生産品や地域で利用できる商品券等を贈呈

する過程において、市役所と市内の事業者の連携を強化し、寄附者のニー

ズやクレーム等への対応を事業者に促すことで、商品やサービスの質の向

上を図る。また、寄附者の意向に沿いながら寄附金を活用した地域振興事

業を実施するとともに、その取り組みについても丁寧に発信することで、

志摩市のファンを増やして、さらなる地域経済の活性化を図る。 

KPI 

・年間の経済波及効果が３億円以上 

・最初に返礼品を出荷した年に比べてふるさと応援寄附の返礼品の出荷が 

原因で、事業者の取り扱う商品が増加している事業者の割合が 70％以上 

検

討

内

容 

何      を 
ふるさと応援寄附を活用し、返礼品による地域経済の活性化と 

地方創生事業を遂行する。 

何（誰）に  

誰      と 
① 魅力ある返礼品は地元の団体や協会や市が指定した企業 

② 充当事業は地方創生事業で市民に還元 

どうやって 魅力ある返礼品のＰＲと寄附を活用した事業の報告 

ど  こ  で ネット上や紙媒体、市が関係するイベント会場でＰＲ 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

① 返礼品としての参画を認める企業の範囲 

② 年次ごとの有効的なＰＲ 

③ 充当事業の正当性 

スケジュール 

① 昨年度の充当事業報告は６月 

② 事業所への実績確認アンケートは 7月頃 

③ その他ＰＲなどは随時 

 

  

確認 

連絡 

返礼品の発送 
(産業振興) 

寄附 情報発信 

事業報告 

実績報告 

市役所 

積立金 

   事業所 

   事業所 

使途別の事業展開 

環境 
教育
文化 

まち 
づく
り 

健康 
福祉 

生活 
安全 

産業 
新興 

地方創生 

 

全国の寄附者 
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水産課、農林課 

 

施策№ ４－２ 事業名 生産物の販路拡大による農林水産業活性化事業 

目       的 

・都市部や観光客のニーズに応じた生産物の販路を検討し、消費者を意識す

る生産者を育成することで、生産者の利益を高める販路の拡大を推進して、

農林水産業を活性化する。 

事 業 内 容 

・志摩市の多様な生産物について、都市部や観光客を対象にニーズを把握し、

それらを踏まえた生産物の販路を検討して、検討結果を踏まえた販路の拡

大を推進する。ニーズの把握、販路の検討及び検討結果を踏まえた販路の

拡大にあたっては、生産者と共に意欲のある地域おこし協力隊やノウハウ

を有する人材等を活用することとする。 

KPI 
・ニーズを踏まえて販路拡大に取り組んだ生産物の数が延べ 10品目以上 

・販路が拡大できた生産物の数が延べ５品目以上 

検

討

内

容 

何      を 
○ 消費者ニーズの把握 

○ 販路の開拓・拡大 

何（誰）に 
○ 市内のホテル、旅館等の観光関連事業者及び個人消費者 

○ （都市部等の）消費者 

誰      と 

〇 地域おこし協力隊等 

〇 漁協 

〇農水産物生産者 

どうやって 

① 地域おこし協力隊を招聘する。 

② 地域おこし協力隊等を中心に市内および都市部等のニーズを調査し、独自

の販路を開拓する。 

ど  こ  で 
○ 市内（ホテル・旅館、飲食店、個人） 

○ 都市部 

いつまでに  
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 事 項 

○ 販路の検討 

○ 必要数の安定的確保 

○ 生産管理 

スケジュール  

 

  

農産物生産者 

市 役 所 

地域おこし協力隊等 

市内消費者（個人・旅館） 

市外消費者（ネット販売） 

募集・ 

任用・ 

支援 

ニーズ調査・把握 

販路の構築 

供給(販売) 

販売（直売含む） 

連携・ 

協力 

供給者開拓 

市 役 所 

地域おこし協力隊等 

漁 協 ・ 市 場 

市内消費者（個人・旅館） 

市外消費者（ネット販売） 

募集・ 

任用・ 

支援 

ニーズ調査・把握 

販路の構築 

販売（直販含む） 

連携・ 
協力・ 

購入 
販売 

水産物 

農産物 
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農林課 

 

施策№ ４－３ 事業名 農業生産者の強化と育成事業 

目       的 
・効率的な農作物の栽培を支援することで、農業生産者の安定的な収益確保、

就農者の増加、地産地消の推進を図る。 

事 業 内 容 

・生産効率の向上や生産量の増加に資する農業用ビニールハウスの新設等の

施設整備を行う市内の農業生産者（個人・団体）を市で助成する。ただし、

当該助成事業を利用する農業者には、条件として若者のインターンや地域

おこし協力隊などを受け入れることを承諾してもらい、新規農業者の育成

にも参画してもらえるようにする。 

KPI 
・制度を活用して生産量と生産額を増やした農業生産者の数が延べ 20 者以上 

・制度を活用した農業生産者でインターン等をした若者の数が延べ５人以上 

検

討

内

容 

何      を 
○ 農業者の収益確保及び新規就農者支援として、農業用ビニールハウスの新

設に対し補助する。 

何（誰）に 
○ 新規就農者 

○ 農業の拡大を図ろうとする人 

誰      と 
○ 農協 

○ 過去に補助金を受けたことがある人 

どうやって 

① ビニールハウスを新設等行いたい人が市に補助申請する。 

② 補助金交付。 

③ 耕作。 

④ 後年以降、新規就農者の先生役、相談係など新規就農者の育成に参画して

もらう。 

ど  こ  で 市内一円 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 事 項  

スケジュール 
H27 実施中 

H28 継続実施 

 

  

学生等 

連携 

補助 

申請 

市 役 所 新規就農者等 

過去に補助を受けた者 

農  協 直売所等 

出荷 

出荷 

営農相談 
・指導 

営農相談・指導 
つながり 連携・協力 

インターン 
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水産課 

 

施策№ ４－４ 事業名 新たな漁業者を受け入れる漁港整備事業 

目       的 
・漁業従事者が増加している地区の漁港を改良し、漁船の係留箇所を確保す

ることで、水産業の振興を図る。 

事 業 内 容 

・漁業従事者が増えたために安全に係留できる箇所が不足している漁港を対

象に、漁港整備を実施する。なお、整備にあたっては、効果的な交付金制

度等の活用を検討する。 

KPI ・安全に係留することが可能となった漁港の数が延べ１つ以上 

検

討

内

容 

何      を ○ 係留箇所が不足している漁港の整備 

何（誰）に ○ 係留箇所が不足している漁港 

誰      と 
〇 係留箇所が不足している漁港を利用している漁協 

〇 漁業者 

どうやって 

① 必要数の把握。現状を把握したうえで必要数を推計し、不足分を把握する。 

② 有利な補助金等を検討する。 

③ 工事実施。 

ど  こ  で 係留箇所が不足している漁港 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 
〇 事業規模 

〇 廃船の処分 

スケジュール  

 

 

  

漁港整備（工事） 

相談 

市 役 所 

漁 業 者 

漁  協 

地域で漁業の後継者問題に取り組む 
地区で係留場所が不足している漁港 
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観光商工課 

 

施策№ ４－５ 事業名 外国人観光客誘致推進事業 

目       的 

・伊勢志摩地域としての観光拠点づくりを広域連携で推進するとともに、志

摩市内における外国人観光客受け入れ環境の強化を図ることで、外国人観

光客の多様化と増加を促し、地域の観光関連産業を成長させる。 

事 業 内 容 

・伊勢志摩地域を国際的な観光地として位置付けるとともに、今後増加の見

込める国や地域からの観光客をターゲットにした観光客誘致を広域で実施

していくために観光 DMO の確立を目指して広域連携を推進する。併せて、

志摩市観光協会のインバウンド専門員のノウハウとネットワークを活用で

きる人材を複数人育成し、観光関連産業の企業努力を促すことを通じて、

市内の外国人観光客受け入れ環境の強化を図る。 

KPI 

・平成 31年度に志摩市を訪れる外国人観光客数が 100,000 人以上 

・平成 31年度の外国人観光客に占める東南アジアからの観光客の割合が 20 

％程度 

・平成 31年度の外国人観光客に占める欧米からの観光客の割合が 10％程度 

・伊勢志摩地域における地域連携 DMO が構築されている 

検

討

内

容 

何      を 

①志摩市観光協会へのインバウンド専門員の配置 

②志摩市単独の地域ＤＭＯの確立 

③伊勢志摩地域の地域連携ＤＭＯの確立を目指した広域連携の推進 

何（誰）に 外国人観光客（あるいは観光関連事業者とするか？） 

誰      と 

①志摩市観光協会 

②志摩市観光協会・志摩スポーツコミッション及び志摩市の観光関連事業者 

③伊勢志摩観光コンベンション機構とその関係団体及び観光関事業者 

（三重県、伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、南伊勢町） 

どうやって 

①志摩市観光協会へのインバウンド専門員の配置については、継続事業であ

るため引き続き実施するが、観光協会への補助金から委託料に変更する。

『インバウンド専門員のノウハウとネットワークを活用できる人材を複数

人育成し、観光関連産業の企業努力を促す』ためには、なお検討が必要。 

②地域ＤＭＯについては、三重県のＤＭＯ形成推進事業により、志摩観光協

会と志摩スポーツコミッションの連携で行う。 

⑦ ③地域連携ＤＭＯは、母体となる伊勢志摩観光コンベンション機構と連携・ 

⑧  協働しつつ、構成市町とも連携を図り推進する。 

ど  こ  で 
①②志摩市 

③伊勢志摩地域 
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事業の枠組み 

 

 

 

                        誘客 

 

誘客 

 

 

 

 

連携 

                  連携 

 

                   ＤＭＯ確立支援 

 

 

 

配置        ＤＭＯ確立支援 

検 討 事 項 

・目指すべき観光 DMO の概要 

・実施主体との調整 

・観光関事業者の理解 

スケジュール 伊勢志摩サミットの開催後を視野に入れて検討する 

 

  

三重県、伊勢市、鳥羽市、 

          南伊勢町 
志摩市 

伊勢志摩地域 DMO 

 

外国人観光客 

志摩市単独 DMO 

 

 

 

 

 

 

 

 

志摩 

スポーツ 

コミッション 

観光協会 

●インバウンド 

専門員 

伊勢志摩観光コンベンション 
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観光商工課 

 

施策№ ４－６ 事業名 地域をめぐる観光消費拡大事業 

目       的 

・主に観光客向けに販売、提供されているものの域内調達率を上げるととも

に、観光客の市内の周遊性を高めることで、観光消費額を上げて地域に残

るお金を増やす。 

事 業 内 容 

・商工会、観光協会などと連携して宿泊業や飲食業などの観光関連産業の事

業者を対象に、事業者が販売、提供しているものの域内調達率を把握し、

その向上を促すことで、観光消費の域内循環を増やす。併せて、観光客の

周遊性を確認するために、市内を観光する宿泊客を対象に、特定の区域の

飲食店等で使用できるクーポン券等の仕組みを導入し、クーポン券を利用

する観光客の宿泊先と飲食店の空間的な配置を明らかにすることで、観光

客の周遊性を把握したうえで効果的に観光客の消費額を増やす仕組みを検

討する。 

KPI 

・観光消費額及び観光関連産業の域内調達率に関する調査に協力してくれた

事業者の割合が 70％以上 

・観光消費額及び観光関連産業の域内調達率が把握できている 

・制度を試行した区域における観光消費額が導入前に比べて 10％以上増加 

検

討

内

容 

何      を 
①域内消費額と域内調達率の把握 

②クーポンがついた商品券の販売による観光消費の拡大 

何（誰）に 

①宿泊業や飲食業などの観光関連産業の事業者 

 農水産物の生産者 

②観光客 

誰      と 

①商工会、観光協会などの関係団体と調査会社 

②-1：利用店等：飲食店、土産物店、レジャー施設等 

②-2：販売や精算等：観光協会、商工会、民間事業者など 

どうやって 

①商工会、観光協会などの関係団体の協力のもと、専門の調査会社に委託す

が、後年度も引き続き把握できるような体制を構築する。 

②ターゲットとなる観光客や、周遊させたいルートを選定したうえで、参加

を希望する事業者を募集して、クーポン等の仕組みを検討する。 

ど  こ  で 
①市内全域 

②賢島から鵜方駅周辺など地域を限定してスタートする 
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事業の枠組み 

①調査事業 

 

 

 

 

 

 

 

②クーポン事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 事 項 

①調査対象と調査方法の確認 

②-1エリアの選定 

②-2クーポン等の仕組みの調整 

（売価、クーポン１枚の単価、お得度、販売手数料、現金化手数料） 

スケジュール 
現行の取り組み実績などから、細部を決定して予算が確保できるようなら動

きだせる 

 

  

飲食・土産物

店、レジャー施

設等 

志摩市役所 

観光客 
商 工 会 
観 光 協 会 
民間事業者 

委託・連携 

個別販売 

ツアー販売 

クーポン利用 

精算 

志摩市役所 
農協・漁協 

商工会・観光協

会 

一次産品生産者 

観光関連事業者 
調査会社 

協力 

委託 

調査 

報告 

調査結果に基づく 

施策検討構築 
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水産課 

 

施策№ ４－７ 事業名 未利用資源を活用した漁業振興事業 

目       的 

・生業としての漁業の魅力をさらに高めるため、地域としての流通頻度の低

い、または未利用となっている水産物（以下、「未利用資源」という）を活

用した資源管理型の漁業の可能性を検討し、試行を通じて漁業を振興する。 

事 業 内 容 

・漁業者や関係機関と共に、活用できる未利用資源を定め、その資源を枯渇

させないように資源管理型漁業や環境負荷の小さい漁業を検討する。その

うえで、具体的な漁業モデルの試行を通じて、安定的に収入が得られるよ

うな漁業の振興を図る。 

KPI 

・未利用資源として定めた水産物を対象に資源管理型の漁業等を試行した件 

数が延べ２件以上 

・試行で得られた水揚げ高が延べ 1,000 万円以上 

検

討

内

容 

何      を ○ 未利用資源の活用を検討する 

何（誰）に ○ 未利用資源 

誰      と 

〇 漁業者 

〇 取組を理解し連携しようとする漁協支部 

〇 水産試験場 

どうやって 

① 取組を理解し連携しようとする漁協支部を発見する。 

② 未利用資源を検討する。 

③ 資源管理型漁業・栽培漁業を検討する。 

④ 試行する。 

⑤ 試行結果を分析し、継続の可否について判断する。 

ど  こ  で 取組を理解し連携しようとする漁協支部 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項  

スケジュール  

 

 

  

意

見・賛

否 

協議 

市  役  所 

漁 協 漁業者 
水 産 

試験場 

未利用資

源 

提案 

活用可否決定・調査・研究 調査・研究 

調査・協力依頼 

結果報告 
協 議・ 
方針決定 
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観光商工課 

 

施策№ ５－１ 事業名 地域の仕事カケモチ型就業推進事業 

目       的 

・志摩市ならではの仕事に複数従事することで、一年を通じて安定した収入

が得られるような働き方の検討と試行を通じて、雇用の創出と産業振興を

図る。 

事 業 内 容 

・水産業、農業、レジャー産業、宿泊業など繁忙期の異なる仕事を対象に、

どの産業で、いつ頃、どれくらい人手が不足しているかを明らかにしたう

えで、どういった産業の掛け持ちが実現できるかを多様な事業者と共に検

討し、地域おこし協力隊等の制度も活用しながら、そうした働き方を実践

する若者を集って試行することで、様々な仕事を掛け持ちする働き方を提

供できる仕組みを地域に構築する。 

KPI 

・制度に賛同してカケモチ型の就業者を受け入れてくれる事業者が平成 31年

度に 30 者以上 

・カケモチ型の就業を実践する人の数が延べ５人以上 

検

討

内

容 

何      を 季節限定などの仕事に複数従事する働き方を実現させる 

何（誰）に 季節によって短期の仕事に従事している者（しようとする者） 

誰      と 

・水産業、農業、レジャー産業、宿泊業など繁忙期の異なる事業者とその団

体（漁協や水産高校、志摩自然学校、里海学舎など） 

・漁業等の廃業を検討している事業者 

どうやって 

・入れの可能なレジャー産業や漁業などの事業者を募り、どういった産業の

掛け持ちが実現できるかを多様な事業者と共に検討する。 

・新規に一次産業を始める者については、廃業を検討している事業者からの

協力を得て支援する。 

・地域おこし協力隊等の制度も活用して、多様な働き方を試行する。 

ど  こ  で 志摩市内（未定） 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

後継者確保等         ニーズ調査 

必要とする業界        マッチング 

へ投入              

任用 

 

       雇用 

 

                           連携雇用 

募集・調査・検討 

 

 

               ニーズ調査 

               マッチング 

 

 

 

検 討 事 項 
・具体的な繁忙期の異なる事業者の把握 

・カケモチ型就業を行おうとするものの募集（地域おこし協力隊？） 

スケジュール 地域おこし協力隊を利用するならば調整する 

 

  

水産業、農業、レジャー産業、宿泊業などの繁忙期

の異なる事業者（漁協、農協、志摩自然学校、里海

学舎、水産高校、など） 

 

季節によって短期の仕事に従事している人 

 

志摩市 

地域おこし 

協力隊 
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観光商工課 

 

施

策

№ 

５－

２ 
事業名 志摩市を元気にする創業及び事業拡大支援事業 

目       

的 

・業種にこだわらず志摩市の活性化に資する事業を志摩市でおこそうとする主体や事

業を拡大しようとする主体を、創業や事業拡大のための資金調達に関わる多様な主

体と共に支援することで、創業や事業拡大を促して地域に仕事を創出する。 

事 業 内 

容 

・志摩市における創業や事業拡大に関わる支援の仕組みを整理したうえで、志摩市商

工会、地域金融機関等と連携して、創業や事業拡大しようとする主体を支援する仕

組みを構築する。そのうえで、創業等にあたってのアドバイスや指導を構築された

仕組みで行い、さらに審査を行った上での資金調達の助成といった支援を行う。 

KPI 
・創業等の相談を受けたもののうち審査を行った件数が延べ 10件以上 

・審査を行った件数のうち創業等を実現した件数が延べ３件以上 

検

討

内

容 

何      

を 
創業者や事業の拡大を行う者の支援 

何

（誰）

に 

創業希望者や事業拡大希望者 

誰      

と 

商工会 

金融機関 

どう

やっ

て 

・市役所はワンストップ窓口 

・創業希望者の創業プラン及び希望を聞き最も適した金融機関へ繋ぐ 

・支援機関は商工会及び市内金融機関 

・支援機関は、それぞれの創業支援プランにより支援の可否を決定 

・支援機関が支援を決定した創業希望者のプランを市が審査し、市独自の支援策を決

定 

ど  

こ  

で 

志摩市内 
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事業の枠

組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 事 

項 

・市単独の支援内容 

・市の審査体制 

・支援期間 

スケジュ

ール 
・平成２８年度中に制度設計し平成２９年度から相談、支援が可能な体制を構築 
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観光商工課 

 

施策№ ５－３ 事業名 鵜方駅周辺の賑わい復活事業 

目       的 

・市内で最も乗降者数の多い鵜方駅周辺の空き店舗を活用した創業支援を実

施して、駅周辺に賑やかさを取り戻すとともに、駅周辺を周遊する市民と

観光客の数を増やして、仕事と雇用を創出する。 

事 業 内 容 

・鵜方駅周辺の空き店舗を活用した飲食店や小売店の創業を支援するため、

市で借り上げるなどした空きテナントを一定の要件を満たした希望者に安

く貸し出すチャレンジショップ事業と、チャレンジショップでの経験を生

かして鵜方駅周辺で経営を始めようする事業者の店舗改修費や備品購入費

等の必要経費を助成する事業を行う。併せて、空き店舗に伊勢志摩を代表

するような有名店の誘致などを推進し、鵜方駅周辺に賑わいを取り戻す。 

KPI 

・平成 31 年度に鵜方駅周辺の店舗利用者数が平成 28 年度に比べて 20％以上

増加 

・鵜方駅周辺に活気を感じる人の割合が 70％以上 

・鵜方駅周辺で新たに経営を始めた事業者数が延べ２者以上 

検

討

内

容 

何      を 鵜方駅周辺の空き店舗の活用 

何（誰）に 鵜方駅前周辺の利用者（市民から観光客へ波及） 

誰      と 近鉄などの空き店舗所有者、商工会、鵜方駅前振興会など 

どうやって 

・鵜方駅周辺の空き店舗情報を調査したうえで、その所有者の意向を確認す

る 

 

【調査・意向確認前の案】 

・うがたファミリープラザ等でチャレンジショップによる創業支援事業 

・同時に伊勢志摩を代表するような有名店の誘致 

・鵜方駅周辺での店舗改修費や備品購入等を助成する創業支援事業 

・鵜方駅周辺の周辺整備 

ど  こ  で 鵜方駅周辺（成功すれば他地区でも検討） 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

募集・補助等 

                   連携・協力 

誘致 

 

 

                        経営指導等 

              支援 

 

 

 

 

 

 

出店                  出店 

検 討 事 項 

【調査・意向確認後】 

・実施主体の検討 

・チャレンジショップによる創業支援事業の詳細 

・創業支援助成事業の詳細 

・誘致する有名店の選考 

・情報発信事業を加えるか 

・志摩市駅を検討するか 

・地域再生事業等を活用するか 

スケジュール まず、近鉄等の駅周辺事業者の意向の確認と周辺調査を並行して行う 

 

  

鵜方駅周辺空き店舗 

伊勢志摩 

の有名店 

志摩市役所 

商工会 

空き店舗 

利用者 
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観光商工課 

 

施策№ ５－４ 事業名 志摩市におけるガイド業の創出事業 

目       的 

・ガイド業という事業に対する関係者の理解を深め、志摩市の多様な自然や

文化、地域ごとの街並みや暮らしなどを題材にした有償のツアーを実施す

る機会を設けて、ガイド業という事業の創出を促す。 

事 業 内 容 

・ガイド業に興味をもつ市民及び有識者や関係団体と共に、近隣のガイド業

者が実施するガイドツアーを体験するなどしてガイド業に対する理解を深

め、市内の自然、文化、歴史、暮らし、街並みなどを題材にした有償のガ

イドツアーの企画と提供を実践することを通じて、ガイド業の創出を促す。

併せて、ガイド業が成り立つ素地を構築するため、地域の観光におけるガ

イドツアーという旅行商品の活用について観光関連事業者とともに検討す

る。 

KPI 
・ガイド業で収入を得る人の数が平成 31 年度に 20 人以上 

・ガイドツアーを専門に扱う事業者が平成 31 年度に１者以上 

検

討

内

容 

何      を 
①ガイド事業者の育成 

②ガイド事業の地域への定着 

何（誰）に 
①ガイド業を行おうとするもの 

②観光関連事業者 

誰      と 観光関連事業者や関係団体、近隣のガイド業者、ガイド利用者（モニター） 

どうやって 

・ガイド業を行おうとするもの、ガイド業に興味をもつ市民に、近隣のガイ

ド業者が実施するガイドツアーを体験するなどしてガイド業に対する知識・

理解を深める。 

・チームによるガイドもしくは個人によるガイドなど、自分に合ったスタイ

ルを構築していく。 

・その後、有償のガイドツアーの企画と提供を実践する。 

・並行して、地域の観光におけるガイドツアーという旅行商品を浸透させる

ことを検討する。 

ど  こ  で モデル地区：鵜方駅北口周辺～鵜方小学校付近 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

       委託 

 

                  

                   

指導 

       指導支援・体験提供 

 

                   モデルツアー 

                    企画販売 

                   

 

 

 

連携・参加 

検 討 事 項 
・有償のガイドツアーの企画と提供を実践する主体の検討 

・商工会や観光協会との連携・参加体制の検討 

スケジュール 

○ガイド業養成講座 

第 1回「ガイド業の基礎」（4/15） 

第 2 回「地域資源のテーマの発見」（5/11） 

第 3 回「プログラム概要・企画書作成」（6/13） 

第 4 回「現場でのシナリオ読みと基礎技術」（7/13） 

第 5 回「現場練習・モニターツアーに向けて」（9/6） 

第 6 回「現場練習・モニターツアーに向けて」（10/4） 

第 7 回「モニターツアー開催」（12/27） 

 

 

  

志摩市役所 

ガイド業 

希望者 

ガイド事業者 

商工会 

観光協会 

観光客 

（モニター） 

観光関連産業 

の事業者 
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総合政策課 

 

施策№ ５－５ 事業名 高齢者と障がい者とその家族のための観光サービス創出事業 

目       的 
・健康面に不安を抱いている高齢者や障がい者とその家族が、安心して観光

できるサービスを、異業種間の連携を促すことを通じて、地域に構築する。 

事 業 内 容 

・社会福祉協議会、介護事業者、福祉タクシー事業者、鉄道会社、高齢者や

障がい者の受け入れに積極的な宿泊業者、ガイド業者などと共に、それぞ

れの事業者が連携する形で高齢者や障がい者の方々とその家族が安心して

観光を楽しめるサービスを検討し、具体的な課題を把握するための試行や

事業性を確認するためのモデル事業の実施を支援して、新しい観光サービ

スの構築を促す。 

KPI 

・高齢者や障がい者の観光を支援するサービスが構築されている 

・高齢者や障がい者の観光を支援するサービス業に参画する事業者の数が平

成 31年度に 50者以上 

検

討

内

容 

何      を 高齢者と障がい者の観光を支援するサービスを構築する 

何（誰）に 
観光客のうち、健康面に不安を抱いている高齢者や障がい者とその家族 

（特に近鉄で直結する大阪、名古屋、京都などを意識して実施する） 

誰      と 

観光、交通、介護等の事業者と関係団体 

観光：宿泊、飲食、レジャー等の事業者と観光協会など 

交通：近鉄、タクシー、福祉タクシー、移動支援サービス等の事業者など 

介護：介護事業者、社会福祉協議会、伊勢志摩バリアフリーツアーセンタ

ーなど 

どうやって 

・関係する団体が課題の洗い出しなどから行う。 

・観光、交通事業者の介護資格取得は、がんばる市民を応援する事業を利用

する 

・介護事業者のガイド育成は、志摩市におけるガイド業の創出事業を利用す

る 

・３者で事業体を起こす場合は、志摩市を元気にする創業及び事業拡大支援

事業を利用する 

 

※バリアフリー化などのハード面の支援も検討する 

ど  こ  で 
志摩市（ただし、志摩市の宿泊施設から伊勢神宮などの市外への観光や、大

阪、名古屋、京都からの車中を含む） 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

検 討 事 項 
連携の主体をどこに置くか 

ハード面の整備をどこまで支援するか 

スケジュール 
① ７月２０日に第１回目検討会議 

※以降継続して検討する。 

 

 

  

三重県 志摩市 

みえバリ 

三重県バリアフリー 

観光ガイド 

伊勢志摩 

ＢＦＴＣ 

連携 

観光協会 

自然学校 

宿泊施設 

ガイド業者 

ＮＰＯ 

福祉タクシー 

交通事業者 

社協 

介護事業者 

協議と連携の場 

観光支援 

サービス 

核となる団体 

観光客 

（高齢者と障がい者 

とその家族） 

情報発信 受入 

開発 

構築支援 

情報提供 
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水産課、農林課 

 

施策№ ５－６ 事業名 ６次産業化推進事業 

目       的 

・生産者による生産量の増加、加工業者による商品開発及び販売業者による

多様な販路の構築を支援することで、志摩市の農林水産物を活用した６次

産業化を推進する。 

事 業 内 容 

・志摩市のあらゆる生産物のなかから、６次産業化の対象とする生産物を選

び、生産、加工、販売の役割を明確にしたうえで、どこでどれだけ誰が生

産量を増やし、どこで誰がどうやって加工して、どこで誰に誰が販売する

かを想定するとともに、販売価格が生産者、加工業者、販売業者のそれぞ

れにどのように分配されるかも明らかにした形の農水商工連携による６次

産業化を検討する。そのうえで、具体的な６次産業化の支援にあたっては、

生産者、加工業者及び販売業者の３者の連携が明確な事業を対象に、生産、

加工及び販売のステージごとに必要なソフト面、ハード面の支援する。 

KPI 

・６次産業化を推進した農林水産物にかかる生産業、加工業また販売業に新

たに参入した事業者の数が延べ 10者以上 

・平成 31 年度に、６次産業化を推進した農林水産物の生産者のうち平成 28

年度に比べて利益が増えたと感じる人が 80％以上 

検

討

内

容 

何      を 志摩市で生産された農林水産物を活用した６次産業化を推進する 

何（誰）に 
○ 農産物生産者、漁業者、加工業者、販売業者 

○ 農協、漁協 

誰      と 

○ 農産物生産者、漁業者、加工業者、販売業者 

○ 農協、漁協 

○ 商工会 

どうやって 

① ６次産業化の可能性のある生産物を検討する。 

② 加工方法を検討する。 

③ マーケティング調査を実施する。  

④ 参画する生産者、加工業者、販売業者をマッチングする。 

⑤ 必要な条件整備を検討し支援する。 

⑥ 事業実施。 

ど  こ  で 市内一円 



70 

 

事業の枠組み 

 

検 討 事 項 加工施設整備に係る補助金の割合 

スケジュール 

H28～29  現在取り組んでいる「きんこ」「あかもく」の６次産業化を市民

主導で事業化する。 

H28～   「きんこ」「あかもく」以外の具体的な６次産業化可能性産物調

査。 

 

  

相談・提案 

提案・支援 一次産品 

市 役 所 

マーケティング 

会社 

一次産業 

従事者 
加工業者 

販売業者 

消費者 

加工品・製品 ニーズ情報 

販売 

調査 
依頼 

調査 
結果 

連携・協働 
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環境課 

 

施策№ ６－１ 事業名 伊勢志摩国立公園の魅力向上事業 

目       的 

・伊勢志摩国立公園における美化運動、景観形成、自然公園施設の維持管理

等を実施し、市民の環境意識の向上を図り、国立公園に暮らすという市民

意識を高めるとともに、訪れる人も気持ちよく楽しめる環境のまちづくり

を進める。 

事 業 内 容 

・主要な道路等のゴミ拾い、美観を損ねている草木の手入れ、歩道や展望所

等の清掃といった美化運動、景観形成、自然公園施設の維持管理等の活動

を対象に、活動内容と開催日を定めて、年１回以上、志摩市全域を対象に

国立公園の魅力を向上することを目的とした活動に取り組む。 

KPI 

・事業に参加する市民の数が年間 1,500 人以上 

・国立公園のなかで暮らしているということを意識している市民の割合が

90％以上 

検

討

内

容 

何      を 

○ 市内一斉美化運動、景観形成、自然公園施設の維持管理を実施する。 

○ 事業が定着し、民間事業者の協力が得られるようになれば不法投棄の撤去

についても取組む。 

何（誰）に 
○ 市民（自治会） 

○ 民間事業者 

誰      と 
〇 市民（自治会） 

〇 民間事業者 

どうやって 

① 市自連に事業提案する。 

② 開催日、方法等を市自連とともに検討する。 

③ 民間事業者へ開催趣旨等を説明し、協力の打診を行う。 

③ 市民及び民間事業者に開催を周知し、参加者を募る。 

④ 事業実施。 

ど  こ  で 市内全域 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

〇 交通安全対策 

〇 開催時期 

〇 協力民間事業者への特典 

〇 市民への特典 

○ 傷害保険 

スケジュール 

H27 制度の検討 

H28 市自連との協議、市内一斉清掃活動清掃活動実行委員会立上 

H29 実施 

 

除却・伐採 

協力 

相談 

市 役 所 

自 治 会 民間事業者 

市  民 

事前相談 

  実行委員会 

事務局 

委員参画 
委員参画 ○道路捨てられた

ゴミ・不法投棄 
○景観を損ねる樹
木・雑草等 

ゴミ等処理 

参画打診 

参加者数等

報告 
実績公表 

協議 
検討 
決定 
実施  

一部業務委託 
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総合政策課  廃止 

 

施策№ ６－２ 事業名 三世代同居推進事業 

目       的 

・三世代が協力して暮らす世帯を増やすことで、育児や家事など様々な面で

助け合える家族を増やし、暮らしの安心感や暮らしやすさを向上させ、子

どもを産み育てやすい環境を醸成する。 

事 業 内 容 

・三世代同居を始める世帯のうち、同居するための新改増築もしくは引っ越

しにかかる費用の一部を補助する。併せて、民間事業者と協力して、市内

で三世代同居をしている世帯を対象に、三世代がともに楽しめるような特

典を提供する。 

KPI 
・制度を活用して三世代同居を始めた世帯数が延べ 15世帯以上 

・平成 32年の国勢調査で三世代同居の世帯数が 300 世帯以上 

検

討

内

容 

何      を 三世代で住むために引っ越しをした世帯への支援 

何（誰）に  

誰      と 三世代家族、(自治会、内会など) 

どうやって 志摩市の広報媒体を利用して 

ど  こ  で  
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

① 過去の事例は対象としない 

② 同敷地内の世帯分離家族は対象か 

③ 証明するものは住民票だけでよいか 

④ 引っ越し後の住居期間を設けなくてよいか 

スケジュール 
平成２８年度補正予算での対応と考えて、年度末までに補助金交付要綱を告

示する必要がある。 

 

 

  

連携 

 

三世代家族 

企業 市役所 

補助 

増改築費用の
一部若しくは
引越し費用の
一部 
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観光商工課 

 

施策№ ６－３ 事業名 賢島の魅力発信力向上事業 

目       的 

・賢島に関わる事業者の連携と創意工夫を促し、観光客のニーズと地域の特

性を踏まえながら志摩の魅力を発信する拠点としての賢島の役割の強化を

図る。 

事 業 内 容 

・志摩市の魅力を発信する拠点としての賢島の特性や利点を整理し、どのよ

うに魅力の発信力を高められるかを検討する場として、賢島で観光関連産

業を営む事業者や賢島を中心に活動する団体等が協議し合う場を設ける。

そのうえで、協議の場に集まったそれぞれの連携と創意工夫に基づく検討

結果の実現を支援する。 

KPI 

・賢島に関わる事業者の連携と創意工夫で取り組まれた事業が延べ５件以上 

・賢島を訪れる観光客のうち志摩市の魅力を感じてもらえた人の割合が 80％

以上 

検

討

内

容 

何      を 賢島を志摩の魅力を発信する拠点として強化する 

何（誰）に 観光客 

誰      と 
賢島の宿泊、飲食、土産物店、レジャー、交通などの事業者と団体 

（個人の事業者に、近鉄、志摩観光ホテル、賢島塾などを加える） 

どうやって 

・賢島の関係者が集まる場を設けて、ワークショップなどを通じて、それぞ

れの事業者の相互理解や、賢島の特性・利点などの整理と共有を行う。 

・それぞれの連携と創意工夫に基づく、賢島の魅力発信力向上プランをまと

める。 

・プランの実現を市が支援する。 

 

※地域再生計画などの利用を検討する 

ど  こ  で 賢島（賢島から交通の連絡のある地域を意識する） 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

                         実行支援 

                        

 

連携支援 

 

 

 

                 提案 

 

 

 

 

 

検 討 事 項 ワークショップ等を主催する主体を設けるか 

スケジュール 平成２８年度中に、プラン策定まで行う。 

 

 

 

  

地元団体 

観光関連企業 

観光関連 

の個人事業者 

発信力向上プラン 

志摩市役所 
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観光商工課 

 

施策№ ６－４ 事業名 地域の特色を生かしたスポーツのまちづくり事業 

目       的 
・市内各地域において、各地域の特色を生かせるスポーツの振興を通じて、

市民と観光客の双方がスポーツを楽しめるまちづくりを推進する。 

事 業 内 容 

・志摩スポーツコミッション、志摩市体育協会、志摩市観光協会などの関係

団体と共に、市内各地域において各地域の特色を生かせるスポーツを、種

目、季節及び楽しみ方の３つの観点から整理するとともに、多様な主体か

ら地域を生かしたスポーツ振興の具体的な提案を募集する。そのうえで、

整理または提案されたもののうち、定着しているスポーツ振興の取り組み

は継続するとともに、新しく市民と観光客が地域で楽しめるスポーツにつ

いてはその振興を支援する。 

KPI ・地域の特色を生かしたスポーツ振興に取り組む地域の数が延べ 20地域以上 

検

討

内

容 

何      を 市民と観光客を対象にしたスポーツの振興 

何(誰)に 市民と観光客 

誰      と 志摩スポーツコミッション、志摩市体育協会、志摩市観光協会など 

どうやって 

・関係団体と共に、地域・種目・季節の観点で下記の楽しみ方を整理。 

参加型：志摩市で行われるスポーツ大会に選手として参加する（ロードパ

ーティ、ツーデーウォーク、トライアスロンなど） 

観戦型：志摩市で行われるスポーツイベントを観戦する（三重国体など） 

趣味型：志摩市で盛んにおこなわれているスポーツを楽しむ（ゴルフ、サ

ーフィン、自転車、釣りなど） 

体験型：志摩市でなければ体験できないような独自のスポーツを楽しむ（シ

ーカヤック、ビーチバレー、スクーバダイビングなど） 

合宿型：大学やプロのアスリートの合宿を誘致する 
 

・多様な主体からスポーツ振興の具体的な提案を募集して支援する。（定着し

ている取り組みについても継続して支援する。） 

ど  こ  で 種目に合わせて、市内で地区を指定する 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

                         実行支援 

 

 

 

スポーツ選定 

 

 

                 提案 

 

 

 

 

検 討 事 項 
市民と観光客の両方を対象に、「観光スポーツ都市宣言」だけではないスポー

ツの振興として検討する 

スケジュール 平成 28 年 3 月 観光スポーツ都市宣言 

 

 

  

スポーツを 

楽しむ 

観光客 

 

 

スポーツを楽しむ

市民 

スポーツ振興事業 

スポーツコミッション 

体育協会 

観光協会 

志摩市役所 
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観光商工課 

 

施策№ ６－５ 事業名 地域の魅力を見つけて生かす観光まちづくり事業 

目       的 

・自然景観、歴史文化、街並み、日々の暮らし、人のつながり、地元ならで

はの食、古くからの生業など日常的な物事や当たり前のことを地域の観光

資源として生かせる地域づくりを推進する。 

事 業 内 容 

・観光まちづくりに取り組む地区を定めて、その地区の観光まちづくりに意

欲的な市民や事業者と共に、その地区を訪れる観光客の分析や地域の魅力

を見つめ直す取り組みを実施して、観光資源となりうる地区のモノゴトを

検討する。そのうえで、観光資源としたモノゴトを生かした商品やサービ

スの開発から提供までを試行し、地域に誇りを持ち、地域の魅力を発信す

る地域づくりを促す。 

KPI 

・観光まちづくりに取り組む地域が延べ４地区以上 

・観光まちづくりに参画する市民や事業者のうち取り組み当初に比べて観光

客や観光客とふれあう機会の増加を実感している人の割合が 80％以上 

検

討

内

容 

何      を 観光の視点や手法による地域づくり 

何（誰）に 観光まちづくりに取り組む地区の住民 

誰      と 
意欲的な住民や事業主体となりうる事業者 

（地域の魅力を見つけるのは地区の住民だが、商品を選ぶのは観光客か） 

どうやって 

・対象とする地区を選定する。 

・メンバーを募集して、観光客の分析や地域の魅力の洗い出しを行う。 

・その結果から、観光資源となりうる地域の物事を検討する。 

・さらに観光資源を生かした商品やサービスの開発から提供までを試行する。 

ど  こ  で 観光客の減少している地区（志摩、大王）から検討する 
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事業の枠組み 

 

 

 

 

 

                     分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      企画開発      販売 

      募集 

 

                 試行支援 

 

検 討 事 項 
市の役割、実施主体 

ＤＭＯの取り組みと連動させるか（外国人観光客を含めるか） 

スケジュール  

 

  

観光商品 

観光サービス 

観

光

客 

住民 

志摩市全域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志摩市役所 

実施地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者 
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地域福祉課 

 

施策№ ６－６ 事業名 生活拠点づくり事業 

目       的 

・少子化と高齢化が進行する市内各地区において、住民と共に地区の現状や

ニーズを把握し、地区の課題を住民が主体となって解決できる仕組みを検

討し、その実施の具体化を支援する。 

事 業 内 容 

・事業を実施する地区を定めて、当該地区の住民を筆頭に地区に関わる多様

な主体を集め、地域支援員等を積極的に介入させて地区の現状及び課題を

整理したうえで、どのような方法で住民が主体となった課題解決ができる

かを検討し、検討結果の実現に向けた取り組みを支援する。 

KPI ・住民が主体となって地区の課題解決に取り組む地区の数が延べ４地区以上 

検

討

内

容 

何      を 
地域課題を各地区の住民が主体となって解決できるような地域コミュニティ

の醸成（拠点となる場所は必ずしもなくてよい） 

何（誰）に 地区の住民 

誰      と 地区住民のリーダー、自治会、社会福祉協議会、各種団体など 

どうやって 

拠点での相談や、その解決ための活動を通じて地域コミュニティの強化を図

る 

・リーダーの育成支援や、外部から活動を支援する地域支援員の導入 

・リーダーや地域支援員が必要に応じて、コーディネートやマネジメントを

行う 

・解決方法について、市や各種団体の協力が必要な場合は、連携して対応す

る 

 

※リーダーや地域支援員のコーディネートにより、地区内で解決できない場

合は、協力者と繋げる役割までを担う。（リーダーや地域支援員が必ず解決す

るわけではない。） 

ど  こ  で 的矢地区、間崎地区で実施し、その他の地域も調査、検討していく 
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事業の枠組み 

 

 

                委託 

 

 

                            活動支援 

                            支援員派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 事 項 

生活拠点づくりの支援方法 

リーダーや地域支援員の育成 

地区内で解決できない場合の支援 

地域課題の解決に向けた継続できる仕組みづくり 

的矢、間崎地区以外の地区へのアドバイザー支援等の実施内容 

スケジュール 

的矢と間崎をモデル地区に、平成２７年度は地域拠点の立ち上げと個別調査

を実施、平成２８年度も引き続き同地区にてモデル事業としての展開を図る。 

その他の地区については、平成２８年度以降調査する 

 

  

志摩市全域 

志摩市役所 社会福祉協議会 

実施地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活拠点 

 

 

 

 

 

 

 

地域支援員 

地域 

リーダー 
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総合政策課 

 

施策№ ６－７ 事業名 これからの志摩市の地域交通検討事業 

目       的 

・人口減少、高齢化率の上昇、外国人観光客等の増加など今後想定される志

摩市の社会状況下において、市内各地域と駅、病院、学校、商業施設、観

光スポットなどの拠点を結ぶ有効な地域交通のあり方を描く。 

事 業 内 容 

・地域交通に関わる主体及び有識者と共に、市内の交通に関わる各種計画で

明らかにされた課題を見直すとともに、志摩ならではの海上交通の活用や

各地で取り組まれる新しい交通の仕組みも参考にして地域交通を検討し、

実現にあたっての課題も踏まえて地域交通のあり方を描く。そのうえで、

市内の地域交通に関わる各種計画に検討結果を提案する。 

KPI ・将来に向けた有効な地域交通のあり方として提案する件数が延べ３件以上 

検

討

内

容 

何      を 志摩市を総合的な分野で網羅する(公共)交通組織の設立 

何（誰）に  

誰      と 
三重交通、近鉄、社協、観光関係、その他 

公共交通会議と連携 

どうやって 新たな構成員で構築する交通会議と既存の公共交通会議が連携して 

ど  こ  で 市内全体のニーズを網羅した上で 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 

① 公共交通という観点で進めるのか? 民間への支援型で進めるのか? 

② スクールバスは利用できるか?  その時は委託か直営化? 

③ 福祉分野、観光分野、通学分野のどの部分から協議していくか? 

④ 生活交通計画との整合性 

スケジュール 

※協議していく上で誰が参画するのかを明確にする。 

①他市の成功事例から学ぶ 

②既存ルートをベースに何を増減していくのかをイメージする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方創生によ
る新たな公共
交通体系の構

築 

提案 

観光の視点 

移動支援 

まちづくり 

生
活
交
通
計
画
検
討
会
議 

市役所 

事業者 

有識者 

志摩市地域公共交通

会議 

利便性 
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保険年金課 

 

施策№ ６－８ 事業名 子どもの医療費がかからないまちづくり事業 

目       的 

・０歳児から中学生までの入院及び通院にかかる医療費を無償化すること

で、子育て世帯の経済的な負担の軽減を図り、子育てしやすい環境を整備

する。 

事 業 内 容 

・三重県とともに実施してきた０歳児から小学生までの医療費助成を拡充す

るかたちで、市内の中学生に医療費の受給資格証を交付し、中学生の入院

及び通院にかかる医療費のうち保険が適用される費用について無償化す

る。ただし、一定額以上の所得を有する世帯は受給資格証の交付対象外と

する。 

KPI 

・対象者である中学生の 90％以上が制度を利用している 

・中学生の医療費助成を利用した全ての世帯が経済的な負担が軽減されたと

感じている 

検

討

内

容 

何      を ０歳児から中学生までの入院及び通院にかかる医療費を無償化する 

何（誰）に ０歳児から中学生がいる世帯 

誰      と  

どうやって 市内の中学生に医療費の受給資格証を交付する。 

ど  こ  で 志摩市内 
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事業の枠組み 

 

検 討 事 項 
平成２８年度（２年目）以降のアンケートの調査内容及び実施方法について

検討が必要。 

スケジュール 

４月～１０月：アンケート調査内容、実施方法について検討 

１１月～１月：アンケート調査準備 

２月：アンケート実施 

３月：アンケート集計 

 

 

 

小学生以下 

中学生 

三重県 

志摩市 

医療費補助 

１/２ 

１/２ 

１/１ 

アンケート調査の実施 


